
１ 地域経済の強化対策

○地域の強みとなる資源の発掘・発信

□地域の食の道外量販店への販路開拓
首都圏以外の有力量販店向けに地域の食資源の販路を開拓

□冬季から初春にかけての誘客キャンペーン
冬季から初春にかけての観光需要を喚起し、来道者数の底上

げを図るため、ＰＲキャンペーンを官民一体で展開

■新幹線開業に向けた道南周辺地域の食の魅力発信
後志や胆振地域等の食の魅力を地域の魅力と組合わせ発信

■道産の食の研究シーズの企業の活用促進
道総研等の食の研究シーズの道内企業の活用を促進

○クール・HOKKAIDOの推進

■海外メディア等を活用した北海道ブランドの発信
メディアやアニメを活用した地域資源や北海道ブランドの発信

■ロシア極東地域との経済交流の推進
ロシア極東地域との経済交流、需要創出に向けた人材の育成

・市町村による地域資源の海外への発信支援
地域の農産物等の輸出拡大に向けて、地域が一体となった海

外発信力強化の取組を支援

・企業立地促進に向けたフォーラムの開催等
本道出身の道外企業経営者等を対象とした「ふるさと応援フォー

ラム(仮称）」の開催など

・首都圏の新規学卒者へのＵ・Ｉターンの促進
首都圏の大学で開催される就職説明会において制度説明や道

内企業のＰＲを行い、道内出身学生等の本道への就職を促進

・「ヘルシーDO」のナショナルブランド化
道外大手企業での活用に向けたＰＲを実施

企業や人材の誘致と新しい産業の振興

食や観光などの資源を活かした需要の取込み

「地域経済の好循環のための更なる追加経済対策」について

具体的取組の類型 太字は今回の対策で打ち出し

□３定補正予算事業等 ■基金事業
・既決予算事業の取組効果の最大化 ☆その他

企業のコストアップ対策

○中小企業の経営改善支援
■企業等の収益力向上に対する取組の支援
増収・増益に向けた人材育成や販路拡大等の取組
を支援

■企業等の労務・財務等の改善の取組の支援
人手不足業種を中心とした企業等の経営の効率化や
生産性の向上に向けた財務改善などの取組を支援

■企業の事業承継や後継者対策の支援
後継者が不在の企業経営者等の円滑な事業承継を
進めることにより企業の経営改善を支援

○電気料金値上げや原材料価格上昇等への対策
□中小企業総合振興資金貸付金の融資対象の
要件の拡充
中小企業等を対象とした原料等高騰対策特別資金及
び景気変動対策特別貸付の融資対象の要件の拡充

■省エネコンサルタントの企業等への派遣
中小企業や病院等にコンサルタントを派遣

☆農林漁業セーフティネット資金の活用促進
日本政策金融公庫の融資制度の活用促進

■企業等の収益力向上に対する取組の支援
増収・増益に向けた従業員の就業環境の改善や雇用の

確保の取組を支援

■企業等の労務・財務等の改善の取組の支援
人手不足業種を中心とした企業等の経営効率化や生産

性向上に向けたに労務管理の見直しなどの取組を支援

■企業のキャリア・カウンセリングの導入促進
若者や女性、高齢者等の職場定着率向上に向け、企

業のキャリア・カウンセリング導入の取組を支援

■在宅就労（テレワーク）の普及推進
女性の労働参加を推進するため、企業において、ＩＣＴを

活用したテレワークの導入を促進普及・支援

■道内外国人留学生など外国人材の活用促進
道内での就職を希望する留学生の支援や外国人を雇

用している企業の就業環境改善を促進

全員参加による人手不足の解消

追加の人手不足対策

■観光バス乗務員の育成確保
観光バスのドライバー・ガイドに必要な基礎知識を習得

するための研修やバス会社の就業環境を改善

■環境・エネルギービジネス人材の定着支援
環境・エネルギー関連施設の工事施工やメンテナンスを

担う専門的技術的人材の定着率向上の促進

・農業の担い手の育成・確保
企業等と連携した就農支援情報のＰＲや就農セミナーの

開催

・漁業の担い手の育成・確保
漁業協同組合や漁業会社による就業希望者向け相談会

の開催

業種別の人手不足対策

２ 個別企業等の経営安定対策

■道内７地域におけるきめ細かな相談の実施

☆北海道よろず支援拠点と連携した支援

☆消費税引き上げに伴う経営や金融相談窓口設置

中小企業等の経営体質強化

きめ細やかな相談の実施

掘りおこしと発信 きめ細やかな対応

７月末 全国初
電気料金再値上げ申請

原材料・燃料費等の価格上昇
（コストアップ）の深刻化

６月 追加経済対策
（地域人づくり事業）

対策の柱
①景気回復に向けた地域経済
の持続的活性化
②人手不足に対応する人材育
成・確保

27年10月？
消費税率再引き上げ？

10月？
電気料金再値上げ？

公共事業増加などに
よる人手不足

地域すみずみまで景気回復が
進んでいない状況

３月 地域経済の好循環に
つなげるための推進方針

生産

雇用需要

４月 消費税率引き上げ
５％→８％にＵＰ

・先行きの不透明感
・悪循環への要因が増加

→廃業に陥る可能性

○ 本道経済は緩やかに持ち直しているが、建設業をはじめとした深刻な人手不足や原材料・燃料費などの価格上昇に加え、７月末には電気料金再値上げ申請が行われるなど 先行きの不透明感が増大し、企業の廃業など
も懸念される中、本年３月に策定した「地域経済の好循環につなげるための推進方針」の好循環の輪が途切れないよう、６月に実施した追加経済対策に加え、①経済の先行きへの展望につながる食や観光などの需要の
取り込み、②コス トアップ対策や人手不足対策など個別企業の経営安定対策、③地域と一体となった相談体制の活用や多面的な政策資源の提供 などをポイントに、機動性（道庁自らが地域で動き、事業効果を最大限に
高める）、即効性がある 「更なる追加経済対策」を実施する。

□投資的事業の実施
防災対策事業等の喫緊の課題への対応や、労務単価の
上昇など維持管理経費の増嵩などへの対応

・中小企業者等の受注機会の拡大
道と防災協定を締結する中小企業者等や開業10年以内
の中小企業者等に対する配慮を追加

中小企業者等の受注機会や事業量の確保

３ 好循環推進方針のさらなる地域への浸透 道庁自らが足で浸透
□地域経済対策プラットフォームの形成 地域の声を随時聞き、地域の課題と方向性を共有し、景気の懸念材料へ
の対策を活性化案（「地域経済カルテ」）にまとめ、地域の実態に応じた施策等を提案し、波及・推進

プラットフォーム

地域や企業等の
新たな課題（声）の把握

対策の検討
地域毎に今後の対策を検討

活性化案（「地域経済
カルテ」）のとりまとめ

地域ごとに課題、必要な対策等を
活性化案（「カルテ」）にとりまとめ

企業等へ波及
推進方針の
機動的展開

課題の把握
意見交換会

企業ﾋｱﾘﾝｸﾞ等の
実施

（５月～７月）
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道の対策・政策
立案への反映

国の地方創生
対策への提案

国の補正予算の
円滑な活用更なる経済情勢の変化への即効性ある対応

「カルテ」をもとに課題に応じた取組をフォーラムなどで
企業等に波及、推進

これまでの「好循環推進方針」の取組の効果の最大化


